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次期介護保険制度改正で焦点となる自己負担２割、居宅介護支援料の自己負担１割問題の見通しはいかに！！
増加する報酬返還、指定取り消しなど、益々強化される実地指導・監査対策を実践事例を交え分かり易く解説指導！！
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21年制度・報酬改革を展望すると共に介護保険制度並びに居宅介護支援の将来を分かり易く解説指導！！21年制度・報酬改革を展望すると共に介護保険制度並びに居宅介護支援の将来を分かり易く解説指導！！

～介護保険制度の「要」として位置づけられた居宅介護支援、今後その重要性が益々高まり、その在り方が大きく変わる
　　次期改定のテーマ「科学的介護の実現」に伴い自立支援のケアプランの質が問われ、ＡＩケアプランが本格的に運用される～
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プログラムプログラム
Ⅰ．次期改正の動向と18年度改正の検証
　 ・ ＡＩによるケアプランー科学的介護の現状
　 ・ 自立支援中心のケアプランは必要か
　 ・ 居宅介護支援の自己負担1割化の意味と対策
　 ・ 進む医療介護連携とケアマネの役割の変化
　 ・ 管理者は主任ケアマネの意味と対応策
　 ・ 平成30年改正で何が変わり、何が求められたか 

Ⅱ.１９年臨時報酬改定他、ＣＭの常識としての業界動向
　 ・ 保険外サービスの動向とケアプランの位置づけ
　 ・ 新処遇改善加算の意味と10月の報酬改正
　 ・ 変貌する訪問、通所サービスと役割の変化
　 ・ 自立支援介護が次期報酬改定のキーワード 

Ⅲ．大きく変わる実地指導の事前対策
　 ・ 抜き打ち指導が急増、その現状と対策
　 ・ 居宅介護の行政処分事例の分析と対応策
　 ・ 忙しいを言い訳にしない業務の効率化対策
　 ・ 18年改正の再確認と事前準備 

Ⅳ．これからの居宅介護支援の運営手法
　 ・ 政策としての事業規模の拡大策への対応
　 ・ 全世代型社会保障の内容と変貌する経営環境
　 ・ 大変貌に対応する今後の経営計画とは

※参加料には資料・コーヒー代を含みます。
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（21,420円    1,714円）
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24,419円（購読会員） （22,610円    1,809円）
25,704円 一　　  般 （23,800円    1,904円）

   10月の消費税増税で税・社会保障一体改革が終
了し、政策は次のステップである2040年問題にシ
フトします。すなわち全世代型社会保障です。高齢
者の基準が70才とされ、介護事業の経営環境が激
変します。次期2021年改正では、居宅介護支援の
自己負担1割が検討され、利用者の自己負担2割も
取り沙汰されています。ＡＩが作るケアプランの
システムも一般利用が始まりました。お世話型の
介護から、自立支援中心の介護へ、ケアプランの役
割も激変します。そのような中、福岡市は今後、一
部の実地指導を抜き打ちで行うことを所轄の事業
所に通知しました。実地指導対策も大きく変わって
いきます。介護保険制度が始まって20年の節目、
介護保険制度は次世代型へと大きく変貌を遂げよ
うとしています。今回は、大変革のキーマンである
居宅介護支援の経営対策に特化して、現状と未来
を見据えていきたいと思います。　小濱道博
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母体法人の経営トップ・経営幹部・その他コンサルタント
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